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「岡山行政法実務研究会」の設立について
１　設立の経緯について
　　「岡山大学法科大学院弁護士研修センター」内に「岡山行政法実務研究会」が設立されること
になり、平成25年５月18日、設立総会が開催され、岡山県内を中心に自治体職員、法曹、研究者
などが約50名が参加した。初代会長には、岡田雅夫・岡山大学名誉教授が選任された。
　　本研究会は、地方分権型システムへの移行に伴い、地方行政に精通した行政実務の担い手の養
成を目的とし、行政法理論と自治体実務の架橋を目指し、自治体の職員、法曹、行政法研究者等
が連携し、交流の場を広めるとともに、相互に研鑽を深め、研究成果を発表し、もって地方自治
の発展に寄与していくことを目指している。今後、政策法務・予防法学を含む広い意味での自治
体法務の問題点について、定期的に研究会を行い、講演会・セミナーを開催し、あるいは、会員
（自治体の職員・法曹を含む）が論文や判例評釈を執筆し、その研究成果を全国に発表し、自治
体法務のレベル向上させ、さらには、人事交流を図るなど、岡山を自治体法務研究の学都として
発展させていきたいと考えている。
〈設立の趣旨〉
　いわゆる地方分権一括法の制定により、各地方公共団体と国は原則として対等関係として
扱われ、自治権の範囲が拡大しました。その反面、自治事務はもちろんのこと法定受託事務
についても各地方公共団体の主体的な責任ある行政が求められるようになりました。また、
現在、国に権限と財源を集中させる中央集権型システムから道州制導入の議論に見られるよ
うに地方分権型システムへの変革が検討されています。地域の問題について、国に頼らず、
自らの責任と判断で政策を実現するには、地方分権を担う住民、政治家、地方公共団体の職
員の意識改革と統治能力の向上が不可欠となります。また、地方自治は、法の支配の下、憲
法、法律、条例、規則などに基づいて行われる必要があり、広く行政法原理に精通すること
が求められます。しかし、これまで、岡山では、行政法実務に関する相互研鑽の場の必要性
が自治体関係者の間で求められていたにもかかわらず、行政法実務を扱う研究会は存在しま
せんでした。このような状況に鑑み、岡山行政法実務研究会を設立し、行政法理論と自治体
実務の架橋を目指し、自治体の職員、法曹、行政法研究者等が連携し、交流の場を広めると
ともに、相互に研鑽を深め、研究成果を発表し、地方自治の発展に寄与していきたいと考え
ています。
　岡山行政法実務研究会は、政策法務・予防法学を含む広い意味での自治体法務の問題点に
ついて、定期的に研究会を行い、講演会・セミナーを開催し、あるいは、会員（自治体の職
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員・法曹を含む）が論文や判例評釈を執筆し（岡山大学法科大学院の紀要である「臨床法務
研究」を予定しています。）、その研究成果を全国に発表し、自治体法務のレベル向上を目指
します。さらに、将来的には、会員を岡山大学法科大学院の実務家教員として迎え入れ（現
在も、法科大学院教育に複数の自治体関係者の協力をいただいています。）、あるいは、逆に
自治体に派遣したり、人事交流を含めた会員相互の交流を図るなど、岡山を自治体法務研究
の学都として発展させていきたいと考えています。
　是非とも、皆様の積極的なご参加をお願い申し上げます。
【呼びかけ人】（順不同・肩書きは当時のもの）
　・岡田雅夫（岡山大学名誉教授・日本公法学会理事）　　　　・山下貴司（衆議院議員・弁護士）
　・榎本康浩（大阪高裁判事）　　　　　　　　　　　　　　　・武久顕也（瀬戸内市長）
　・宇那木正寛（元岡山市職員・岡山大学大学院社会文化科学研究科非常勤講師）　　・菊池捷男（弁護士）
　・小林裕彦（弁護士・政府地方制度調査会委員）　　　　　　・鷹取司（弁護士）
　・小山正善（岡山大学法学部長）　　・加瀬野忠吉（弁護士）　・安富誠一（元岡山県監査事務局長）
　・佐藤吾郎（岡山大学法科大学院教授）　・高原成明（津山市職員）　・佐々木浩史（弁護士）
　・南川和宣（岡山大学法科大学院准教授） ・吉野夏己（弁護士・岡山大学法科大学院教授）
２　記念講演会について
　　当日、設立記念講演として、岡田雅夫氏（岡山大学名誉教授）による「行政法学における理論
と実務の架橋」、小林裕彦氏（弁護士・政府地方制度調査会委員）による「政府地方制度調査会
の議論の状況と今後の検討課題」について講演が行われた。
３　第２回研究会について
　　第２回岡山行政法実務研究会は、平成25年８月24日に、「空き家対策の政策法務」について報
告が行われた。
 〈文責：吉野夏己（弁護士・岡山大学大学院法務研究科教授）〉
